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報道関係者 各位                                          2017年 9月 19日

                「いい夫婦の日」をすすめる会 

 

 

「いい夫婦の日」をすすめる会は、企業や自治体などの「いい夫婦の日」推進を応援するため、いい夫婦の

日のホームページ（http://www.fufu1122.com/）に『いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページを開設、

「いい夫婦の日」に向けた企業、自治体などの取り組みの募集を開始いたします。 

 

一般の方から「いい夫婦の日には何をしたら良いか」など、いい夫婦の日の過ごし方に関するお問い合わせ

を数多くいただいています。 

 

一方、百貨店、スーパー、ホテル、旅館、温泉、レストラン、旅行会社などの企業や地方自治体は「いい夫

婦の日」に合わせて様々なキャンペーンやイベントを行っていますが、各企業が個別に広報活動を行っている

ため、一般の方は個別に情報を得ることしかできていないのが現状です。 

 

そこで「いい夫婦の日」をすすめる会では、いい夫婦の日のホームページに各企業、自治体などの「いい夫

婦の日」に向けたキャンペーン、イベント情報を旅行、エンタメなどカテゴリー別に一覧で見ることのできる『い

い夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページを開設いたします。 

 

『いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページへの掲載のお申込みはいい夫婦の日ホームページよ

り募集しています。いい夫婦の日またはその前後にキャンペーン、イベントを企画されている企業、団体、自

治体にはぜひ『いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページを活用いただきたいと存じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Press Release 

11月 22日は「いい夫婦の日」！  

企業や自治体などの「いい夫婦の日」推進を応援 

『いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページを開設 

募集を開始 

＜ホームページの参考画像＞ 
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『いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報』ページへのお申込みの流れ 

1．下記のお申込み内容をメールでお送りください。 
メールの送り先：info@fufu1122.com 
 
「いい夫婦の日キャンペーン＆イベント情報」に申し込みます。 
①企業・団体名・ご担当者名 
 
②郵便番号・住所・電話番号 
 
③希望掲載期間 2017年  月  日～  月  日 
 
④カテゴリー：下記の中からお選びください。 
【カテゴリー】 
A旅行（ツアー・ホテル・温泉等） Bレストラン・外食 Cエンタメ（映画・演劇・コンサート・美術館等）  
Dおくりもの＆ショッピング E料理  F イベント Gキャンペーン Fその他 
 
⑤キャンペーンタイトル(25文字以内) 
 
⑥キャンペーン内容(200文字以内) 
 
⑦キャンペーン期間 
 
⑧リンク先 URL 
 
⑨掲載画像(サイズ 320×250px 容量 1mb以内) 
 
2．事務局で審査いたします。審査通過企業・団体様には、入金のご案内をメールいたします。 
掲載料 1件につき月額 5,000円（税込） 
 
3．毎週金曜日に入金確認後、翌週末までには掲載いたします。 
 

《掲載の参考例》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<参考> 

「いい夫婦の日」をすすめる会（URL：http://www.fufu1122.com）とは 

1985年に政府が｢ゆとりの創造月間｣を 11月に制定。 

1988年には、財団法人余暇開発センター（現：公益財団法人日本生産性本部）が夫婦で余暇を楽しむライフスタイルを提唱しま

した。それをきっかけに新しく制定されたのが｢いい夫婦の日｣です。日付は、｢いい夫婦｣との語呂合わせで 11月 22日に決定し

たといわれています。同センターによる普及のためのキャンペーンは 1988 年より実施。その後、一般社団法人日本ボディファッ

ション協会の塚本能交会長が｢いい夫婦の日｣の趣旨に賛同され、ファッション・アパレル関連業界による｢いい夫婦の日｣をすす

める会(7団体・2,200社)が発足しました。 

1998 年には新キャンペーンがスタート。｢いい夫婦の日｣は夫婦を単位とした新しいライフスタイルの提案とモラルの啓発活動と

併せて、新しいマーケット・モチベーションの創出を目的として広がっています。 

また 2014年より一般社団法人日本メンズファッション協会に事務局を移し、協会事業として活動しております。 

現在は、構成団体・協賛企業・協力企業が同じプログラムのもとに共同の販促プロモーション活動を行い、産業界にとってのビ

ジネス拡大にも寄与しています。 


